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統一的 基準   地方公会計制度    

統一的な基準による地方公会計

 公会計    国 市役所   行     会計    言    一方 民間企業 行    会計 企業会計      

国 市役所   会計  現金収支 着目  単式簿記 採用           単式簿記 発生主義会計 複式簿記 採用  企業会計 比
  過去  積 上  資産 負債   状況 把握         減価償却 引当金    会計手続  概念       弱点       
  弱点 補完     寝屋川市     発生主義会計 概念 取 入  財務書類 総務省 示  総務省方式改訂   」で作成・公表して
いました。

    総務省 示     複数   他団体  比較     等 問題 生       総務省 平成27年１月 固定資産台帳 整備 複式
簿記の導入を前提とした「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、すべての地方公共団体に対して、平成30年３月    統一的な基準に
基づく地方公会計」を導入するよう要請しました。そこで市では、平成28年度決算    統一的 基準 基  地方公会計  導入  財務書類 作成 
公表することとしました。

全国 統一  基準   財務書類 作成      現金主義会計   従来 公会計 抱  弱点 補完       他団体  比較可能性 
確保    精緻 資産 負債情報 整備            財政情報 市民      提供     可能      分析結果等 財政運営 
活用することも可能となりました。

これまでの公会計（平成27年度決算  ）

現在の公会計（統一的な基準）（平成28年度決算  ）

歳入 歳出

黒字

従来の公会計

現金  
見   

資産・負債

総務省方式改訂モデル
による地方公会計

資産
負債

純資産

貸借対照表

その他の

財務書類

従来の会計
を補完

資産情報の
正確性

他団体との
比較

・固定資産台帳の整備

・全国で統一した基準

資産情報の正確性
他団体との比較

現金収支

統一的な基準による

地方公会計
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「純資産」が変動し
た「原因（内容）」
がわかります。

市の事業に
「いくらコストをかけ」
「収入がいくらか」
がわかります。

年度末時点  
「資産」
「負債」
「純資産」
がわかります。

 金 
「どうやって集めて」
「何に使ったか」
がわかります。

統一的 基準   地方公会計制度    財務書類

●資金収支計算書

業務活動収支
投資活動収支
財務活動収支

本年度資金収支
前年度末資金残高
本年度末資金残高

●貸借対照表

資 産

(   現金預金)

歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

負 債

純資産

●行政   計算書

経常行政   

使用料 手数料  

純経常行政   

臨時損益

純行政   

●純資産変動計算書

前年度末純資産残高

純行政   

税金 補助金

資産評価差額など

本年度末純資産残高

図２．４ 表 の 関 係

Ａ．財務書類は、資産や負債などの状況、コス
トやその財源の状況といった財務状況を一覧でわ
      市民      開示  観点   
企業会計の考え方や手法（発生主義、複式簿
記）を用いて作成する書類です。

財務書類  貸借対照表 行政   計算書 
純資産変動計算書 資金収支計算書 ４  
表で構成されています。

資金収支計算書 貸借対照表 行政コスト計算書
純資産変動

計算書

１年間 現金 
動きを表すので、
市の決算書に近
い財務書類といえ
ます。

市が持っている全
ての資産や負債、
純資産の現在高
を表したものです。

図１．財務書類４表の概要

４つの表はそれぞれが関係してい
て、相関関係は下の図２のとおり
です。

Ｑ．財務書類  何 

・発生主義
実際 現金 収入 支出 関係   事象 発
生または変化に基づき、その時点で収入またはコス
    認識  計上     
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○固定負債
・地方債
・その他
○流動負債
 １年以内 返済  
地方債
・その他

Ａ．左側が資産 表  右側 資産 得    資金 調達方法
（負債と純資産）を表します。また、負債はこれから先、支払う義務の
  金額  純資産      世代 支払    金額 表    
す。
この負債が資産を上回り、「資産」－「負債」である純資産がマイナスに
         債務超過     不健全 財政状況      意
味しますが、本市では資産が負債を大きく上回っていることから、貸借対
照表上では健全な財政状況であると言えます。

寝屋川市の貸借対照表

Ａ．市が、現在どれだけの資産
を所有し、また、その資産がどの
ような財源で賄われているか、
将来の世代の負担がどれだけあ
るかなどがわかります。

Ａ．事業用資産とは、「市役所庁
舎   学校     市 事業 行 
ための資産のことです。
    資産   道路   公園  
  市民 社会生活 基盤   資
産のことです。

Ｑ．貸借対照表でＱ．         Ｑ．事業用資産、インフラ資産って

○固定資産
・事業用資産
・インフラ資産
・その他

○流動資産
 現金預金
 未収金
・その他

○純資産

資産の部 負債の部

純資産の部

将来世代の
負担

１年以内
に動きの
ある資産

土地、
建物、
物品など寝屋川市役所

寝屋川駅前線

これまでの
世代の負担
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寝屋川市 貸借対照表（令和４年3月31日時点）

令和３年度 寝屋川市 貸借対照表 見       
市が持っている資産は全部で2,325億3千万円。
資産調達の財源として、将来返済する地方債などの負債が672億2千万
円、これまでの世代が負担した純資産が1,653億1千万円となっています。

＜主 増加理由＞
固定資産 （仮称）駅前庁舎 取得   行       
＜主 減少理由＞
流動資産 市債 返済     基金繰入金 前年度 比 減少   

めです。
負 債 臨時財政対策債 発行抑制      市債 減少    

です。
※令和４年３月31日時点の寝屋川市の人口 228,517人

市民一人当   
資産額

約101万8千円

市民一人当 
りの負債額
約29万4千円

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。

R３ R２ R３－R２ R３ R２ R３－R２
資産の部 負債の部
○ 固定資産 2,164億6千万円 2,105億8千万円 58億8千万円 ○ 固定負債 605億9千万円 628億4千万円 △22億5千万円
・事業用資産 942億5千万円 940億2千万円 2億2千万円 ・地方債 540億円 561億円 △20億9千万円
・インフラ資産 997億円 989億2千万円 7億8千万円 ・その他 65億8千万円 67億4千万円 △1億6千万円
・その他 225億1千万円 176億4千万円 48億7千万円 ○ 流動負債 66億3千万円 70億4千万円 △4億1千万円

○ 流動資産 160億8千万円 168億6千万円 △7億9千万円  １年以内 返済 55億8千万円 59億5千万円 △3億7千万円
 現金預金 16億2千万円 20億9千万円 △4億7千万円 する地方債
 未収金 3億6千万円 5億7千万円 △2億1千万円 ・その他 10億5千万円 10億9千万円 △4千万円
・その他 141億円 142億1千万円 △1億1千万円 負債合計 672億2千万円 698億8千万円 △26億5千万円

純資産の部
純資産 1,653億1千万円 1,575億7千万円 77億4千万円

純資産合計 1,653億1千万円 1,575億7千万円 77億4千万円
資産合計 2,325億3千万円 2,274億5千万円 50億9千万円 負債及び純資産合計 2,325億3千万円 2,274億5千万円 50億9千万円

科目 科目
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寝屋川市 行政   計算書

Ａ．行政   計算書 福祉 教育   行政     行   
 必要    （費用） 計算  一覧表  道路 公共施設 
  整備       除  行政     使  １年間 費用
を集計したものです。
この表により、何にいくらのコストがかかったかがわかります。

１．人にかかるコスト
（職員 給料 議員 報酬  ）

２．物にかかるコスト
（消耗品 委託料 建物 維持管理 減価償却費 
ど）

３．社会保障費などのコスト
（障害福祉     生活保護 医療費助成   社
会保障給付 各種団体 対  補助金  ）

４．その他のコスト
（支払利息  ）

経常行政       ①

使用料 手数料   利用者負担

経常収益・・・・②

純経常行政   （①‐②）・・・・Ａ

臨時損益    Ｂ

純行政   （Ａ＋Ｂ）

Ａ．建物    長 使    価値     減少       会
計的にも一定期間にわたってその価値を減少させていきますが、これを
減価償却と呼んでおり、それをコストとして計上したものが「減価償却
費」です。

Ｑ．行政   計算書     

Ｑ．減価償却費     
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寝屋川市 行政   計算書（令和３年４月1日 令和４年３月31日）

令和3年度 寝屋川市 行政   計算書 見       
１年間 行政     提供             891億6千万円
  使用料 手数料   利用者 負担 差 引  純経常行政   
は844億円となっています。
   資産 売却   臨時的     収入 加味  純行政    
844億1千万円となっています。
前年度 比較    人       及 社会保障費       減
少     純行政    減少     

Ａ．上 表 見   「社会保障費などのコスト」が最も多くかかって
いることがわかります。このなかでも、障害福祉サービスや生活保護な
どの扶助費に多くのコストがかかっています。
次に、施設の維持補修費などの「物にかかるコスト」が多くなってい
      中  現金支出 伴          「減価償却費」
が計上されています。

Ｑ．                   
市民一人    純行政   36万9,399円

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。

R３ R２ R３－R２
1 人にかかるコスト 114億7千万円 114億9千万円 △2千万円
   職員の給与や議員の報酬など
2 物にかかるコスト 178億1千万円 156億4千万円 21億7千万円
   消耗品 委託料 建物 維持管理  
3 社会保障費などのコスト 587億9千万円 761億3千万円 △173億4千万円
   障害福祉サービスや生活保護など
4 その他のコスト 10億9千万円 7億8千万円 3億円
   地方債 利子  

経常行政   891億6千万円 1,040億5千万円 △148億9千万円
   使用料 手数料   利用者負担 47億6千万円 54億3千万円 △6億7千万円

経常収益 47億6千万円 54億3千万円 △6億7千万円
純経常行政   844億円 986億1千万円 △142億1千万円
臨時損益 1千万円 △2千万円 3千万円
純行政   844億1千万円 985億9千万円 △141億8千万円

科目
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寝屋川市の純資産変動計算書

Ａ．「純資産」とは、 道路 公共施設   資産 取得        
での世代が負担したもので、将来返済する必要がないものです。

「純資産」 ＝「資産」－「負債」

この表は、その純資産が1年間      変動    示      

Ａ． 本年度差額                見   
 本年度差額             当年度 行政     提
供        （純行政   ） 当年度 財源（税収等 国
府補助金） 十分 賄           将来 負担 先送  
ない財政運営ができたということがわかります。

Ｑ．純資産変動計算書     Ｑ．  表              

前年度末純資産残高   Ａ
純行政   （△）   ①
税収等 国府補助金  …②財源

本年度差額（①＋②）   Ｂ
その他の変動・・・Ｃ

本年度末純資産残高（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

資 産
負 債

純資産
貸借対照表
 一致 

経常行政   

使用料 手数料  

純経常行政   

臨時損益

純行政   

行政   計算書 一致 
（ただし、ここではマイナス表示）
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寝屋川市 純資産変動計算書（令和３年４月1日 令和４年３月31日）

令和3年度 寝屋川市 純資産変動計算書 見       
令和3年度 純行政   844億1千万円 対  財源（税収等 国府補助金） 920億4千万円     本年度差額  76
億2千万円            当年度 行政     提供        （純行政   ） 当年度 財源（税収等 国府
補助金） 十分 賄           将来 負担 先送    財政運営                
   本年度差額     76億2千万円等    令和3年度 純資産 77億4千万円増加  令和3年度純資産残高 
1,653億1千万円となりました。（貸借対照表の純資産合計と一致します）

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。

R３ R２ R３－R２

前年度末純資産残高 1,575億7千万円 1,514億8千万円 60億9千万円

純行政   （△） 844億1千万円 985億9千万円 △141億8千万円

財源 920億4千万円 1,047億6千万円 △127億2千万円

税収等 514億3千万円 487億7千万円 26億6千万円

国府補助金 406億1千万円 559億9千万円 △153億8千万円

本年度差額 76億2千万円 61億7千万円 14億6千万円

その他の変動 1億2千万円 △8千万円 2億円

本年度末純資産残高 1,653億1千万円 1,575億7千万円 77億4千万円

科目
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寝屋川市 資金収支計算書

人件費
物件費
社会保障費など
その他
市税など
国 大阪府   補助金
その他

道路 公共施設   整備費
基金  積 立 
その他
国 大阪府   補助金
基金 取 崩 
その他

地方債の返済
その他

【業務活動の収支】・・・・①

【投資活動の収支】・・・・②

業
務
活
動

投
資
活
動

地方債 発行
その他

【財務活動の収支】・・・・③

財
務
活
動

本年度資金収支額（①＋②＋③）   Ａ

前年度末資金残高   Ｂ

本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ） 本年度末
資金残高

本年度末
歳計外現金残高

本年度末
資金預金残高

食費 衣料 医療費   支出

給料 年金   収入

家の建築、リフォームなどの支出

家の建築、リフォームなどへの
公的補助 定期預金 取崩 

家 車    返済

銀行      借入

家計にたとえてみると

Ａ．資金収支計算書 １年間 現金 
出入りを下記のような性質別に区分し、どの
   活動 資金 必要     資金  
のように賄ったかを示しています。

「業務活動」   行政     行 中 毎
年度継続的 収入 支出      

「投資活動」・・・公共施設などの整備や投
資 貸付金   収入 支出 

「財務活動」・・・地方債などの外部からの借
入や、その返済などの収入・支出。

わかりやすく家計に置き換えると左のとおり
になります。

貸借対照表の
 現金預金  一致 

支
出

収
入

支
出

収
入

支
出

収
入

一時的 預  保証金   
公金       

Ｑ．資金収支計算書     

継続的な収入・支出

投資関係の収入・支出

借入金関係 収入 支出
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寝屋川市 資金収支計算書（令和３年４月1日 令和４年３月31日）

令和3年度 寝屋川市 資金収支計算書 見       
１年間 活動内容別 現金 増減 残高 示    
令和3年度 行政運営    資金収支  公債費支払額 減少 伴  財務活動収支 赤字        本年度資金収支
額は4億7千万円 資金減となっています。

※表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の数値と合計額等が合わない場合があります。

R３ R２ R３－R２

業務活動収支

行政        収支

投資活動収支

公共施設の整備などにかかる収支

財務活動収支

地方債の借入や返済にかかる収支

本年度資金収支額 △5億1千万円 △1億3千万円 △3億8千万円

前年度末資金残高 18億円 19億2千万円 △1億3千万円

本年度末資金残高 12億8千万円 17億9千万円 △5億1千万円

本年度末歳計外現金残高 3億3千万円 2億9千万円 4千万円

本年度末現金預金残高 16億2千万円 20億9千万円 △4億7千万円

△24億4千万円 3億5千万円 △27億9千万円

科目

97億1千万円 81億7千万円 15億4千万円

△77億8千万円 △86億4千万円 8億7千万円

10



財務書類  見    寝屋川市 状況（持続可能性）

財政 持続可能性（健全性）     

財務書類 個々 数値 見      何 意味                           財務書類          視点  指標 使  分析
  今 寝屋川市      状況      見      

１．基礎的財政収支（プライマリーバランス）

説明

計算式

地方債   元金 利子返済額 除  支出  地方債発行   借金   収入 除  収入      見     収支  
   場合  経費 借金 頼     税金   収入 賄        表    

資金収支計算書上 業務活動収支（支払利息 除 ）＋投資活動収支（基金積立金支出及 基金取崩収入 除 ）

寝屋川市

分析

府内都市 類似団体平均    黒字   
ています。
子育       館 新  処理施設 建設
事業に伴い、公共施設の整備に係る支出が多
額であったことなどにより、一時的に赤字となって
いましたが、平成30年度以降 黒字     
ます。

府内都市平均

類似団体平均

3,650百万円

6,169百万円

他団体比較（令和３年度数値）経年比較（３ 年）

令和元年度

令和３年度

4,057百万円

※各指標 計算式      総務省 研究会    地方公会計 活用 促進 関  研究会報告書  基      （一部 除 ） 

※他団体の指標については、各団体において作成・公表されているデータを元に算出しており、府内都市平均は31団体中27団体、類似団体平均は
60団体中51団体 平均値       （一部総務省集計分 除 ） 。

6,174百万円

6,174百万円

令和２年度 5,637百万円
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財務書類  見    寝屋川市 状況（持続可能性）

財政 持続可能性（健全性）     

２．債務償還比率（％）

説明

計算式

充当可能 基金   全 市 抱    地方債 引当金   実質債務 充  場合  経常的 確保   資金 返済  
比率 見     債務償還能力 測    債務償還比率 低    債務償還能力 高    表    

｛（将来負担額－充当可能財源）÷（経常一般財源等（歳入）等－経常経費充当財源等）｝×100％

寝屋川市 185.0％

分析

市債 発行抑制 職員数 適正化    
将来負担額が抑制されていることに加え、計画
的 基金 積立          比率 減少
しました。また、府内や類似団体平均を下回って
   債務償還能力 他市   比較  高 
と考えられます。

府内平均

類似団体平均

377.9％

521.3％

他団体比較（令和３年度数値）経年比較（３ 年）

令和元年度

令和２年度

371.6％

令和３年度

283.2％

平成30年度以降 基礎的財政収支 黒字        債務償還比率（％）     健全 数値          今後 計画的 基金  積
立 行      地方債 発行 必要最小限 抑制        持続可能 財政運営 取 組       

まとめ（持続可能性）

185.0％
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財務書類  見    寝屋川市 状況（世代間公平性）

将来世代 現役世代  負担分担 適切   

１．純資産比率

説明

計算式

    蓄積    資産       世代   負担         将来世代  負担         見         
  比率 高         世代 負担    資産 取得            

純資産÷資産合計

寝屋川市 71.1％

分析

新  処理施設   大規模 建設事業  
基金 積立     資産 増加        
市債 発行抑制等 取組    将来世代 
負担を抑制したことに伴い、純資産が増加した
結果 純資産比率 昨年度  増加      
   類似団体  同程度 水準    府
内都市よりも低くなっています。引き続き、将来
世代の負担軽減の取組を進めていく必要がある
ものと考えられます。

府内都市平均

類似団体平均

73.7％

70.9％

他団体比較（令和３年度数値）経年比較（３ 年）

令和元年度

令和2年度

68.4％

令和3年度

69.3％

71.1％
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財務書類  見    寝屋川市 状況（世代間公平性）

将来世代 現役世代  負担分担 適切   

２．社会資本等形成 世代間負担比率

説明

計算式

     整備    公共資産         将来世代 負担  負債 残      見           比率 高  
ど、将来世代の負担が大きいことになります。

地方債残高（臨時財政対策債等 特例地方債 除 ）÷有形・無形固定資産合計

寝屋川市 12.5％

分析

将来世代 負担割合 昨年度  減少  
います。また、類似団体の平均は下回っているも
   府内都市平均  同程度 水準    
引き続き、将来世代の負担軽減の取組を進め
ていく必要があるものと考えられます。

府内都市平均

類似団体平均

12.6％

18.7％

他団体比較（令和３年度数値）経年比較（３ 年）

令和元年度 13.4％

令和2年度 13.5％

令和3年度 12.5％

資産全体の取得については、将来世代の負担と比べ、これまでの世代による負担が多く、他団体と比較すると将来世代の負担割合が低い状態となっている
    引 続  基金  計画的 積立 市債残高 抑制   将来負担軽減 資  取組 進    必要         道路 公園   公共資
産      将来世代 引 続 利用       今後 類似団体    比較 参考  公平性 観点 基   適切 負担割合     検討   
く必要があります。

まとめ（世代間公平性）
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財務書類  見    寝屋川市 状況（資産形成度）

１．有形固定資産減価償却率

説明

計算式

有形固定資産    土地以外 償却資産（建物 工作物  ） 取得価額等 対  減価償却累計額 割合 見     
耐用年数 対  資産 取得    程度経過      把握          

減価償却累計額÷償却資産の取得原価

寝屋川市 69.8％

分析

子育       館 新  処理施設 建設
事業    一旦減少        今年度 
上昇傾向にあり、また、府内都市や類似団体の
平均を上回っていることから、他市よりも公共施
設等 老朽化 進     考      

府内平均

類似団体平均

67.1％

64.0％

他団体比較（令和３年度数値）経年比較（３ 年）

令和元年度 67.3％

令和2年度 68.8％

令和3年度 69.8％

公共施設   資産 現状          
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財務書類  見    寝屋川市 状況（資産形成度）

２．有形固定資産対保全関連費支出率

説明

計算式

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物など）の取得価額等に対する維持補修費や施設等整備費の割
合 見     公共施設等   程度維持補修 行    把握     出来   
耐用年数 50年 60年 更新 維持補修費 標準的          4倍 5倍かかるとし、本市では6％ 10％を目安と
考えています。

（維持補修費＋公共施設等整備費支出）÷償却資産の取得原価

寝屋川市 3.0％

分析

大阪電気通信大学駅前キャンパスの購入に
伴い、公共施設の整備に係る支出が増加した
結果 昨年度  上昇      
また、類似団体平均からは上回っていますが、
府内都市平均及 本市 目安   率 下
回っています。

府内都市平均

類似団体平均

3.6％

2.3％

他団体比較（令和３年度数値）経年比較（３ 年）

令和元年度 2.1％

令和２年度 2.6％

令和３年度 3.0％

公共施設   資産 現状          

有形固定資産減価償却率   本市 公共施設   資産 取得    程度 期間 経過  老朽化 進行             
   有形固定資産対保全関連費支出率    公共施設   資産 対  保全関連費 支出 目安 6％ 10％より少ないことから、公共施設な
  老朽化       踏   今後計画的 維持更新    投資   進    必要      

   （資産形成度）
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